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 新型コロナウイルス感染症への対応に係る指定管理者制度の運用の留意点 

 について 

  

新型コロナウイルス感染症への対応について、指定管理者が管理する公の施設（以下

「施設」という。）においては、施設利用の休止、事業の中止や延期など、感染拡大防

止に向けた様々な対応や、施設利用者による施設利用の中止や自粛などが、施設の運営

状況に影響を及ぼしていることと承知しております。 

感染拡大防止に向けた対応等により生じた施設における減収等については、各地方公

共団体と指定管理者との間で締結した協定等において、リスク分担の考え方が示されて

いる場合は当該考え方に基づき対応し、地方公共団体と指定管理者の間で協議をするこ

ととされている場合は当該協議に基づき取扱いを定める等、協定等に基づき適切に対応

されるべきものです。また、協定等において取扱いが明確でない場合は、地方公共団体

と指定管理者との間で別途協議を行い、取扱いを決定することが必要であると考えられ

ます。 

つきましては、指定管理者制度を導入している地方公共団体におかれましては、以上

のことを踏まえ、適切な運用に努められますようお願いします。 

 なお、各都道府県市区町村担当課におかれましては、貴都道府県内の市区町村に対し

ましても、本事務連絡について周知方よろしくお願いします。 
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